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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
基板間に電極及び液晶層が形成されてなる液晶表示装置であって、
該液晶層は、液晶分子を含む液晶材料及び微粒子からなり、電極への印加電圧が閾値より
低いときに光学的に等方的であって透明であり、印加電圧が閾値以上のときに液晶分子の
配列が変わることにより光学的に変化するものであり、
該微粒子は、表面処理が施され、表面に有機物が付与されたものである
ことを特徴とする液晶表示装置。
【請求項２】
前記液晶層は、電極への印加電圧が閾値より低いときに、旋光させずに光を透過させる透
明状態となり、印加電圧が閾値以上のときに、液晶分子の配列が変わることにより透過光
を旋光させるように光学的に変化するものであることを特徴とする請求項１記載の液晶表
示装置。
【請求項３】
前記有機物は、液晶性を示す物質であることを特徴とする請求項１又は２記載の液晶表示
装置。
【請求項４】
前記微粒子は、粒子表面で液晶分子を垂直配向させるものである
ことを特徴とする請求項１～３のいずれかに記載の液晶表示装置。
【請求項５】
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前記微粒子は、平均粒子径が０．２μｍ以下のものである
ことを特徴とする請求項１～４のいずれかに記載の液晶表示装置。
【請求項６】
前記微粒子は、有機質固体粒子である
ことを特徴とする請求項１～５のいずれかに記載の液晶表示装置。
【請求項７】
前記微粒子は、無機酸化物で形成されたものである
ことを特徴とする請求項１～５のいずれかに記載の液晶表示装置。
【請求項８】
前記微粒子は、フラーレン及び／又はカーボンナノチューブで形成されたものである
ことを特徴とする請求項１～５のいずれかに記載の液晶表示装置。
【請求項９】
前記微粒子の含有量は、微粒子及び液晶材料の総質量に対して、１～２０質量％である
ことを特徴とする請求項１～８のいずれかに記載の液晶表示装置。
【請求項１０】
前記液晶材料は、Δε＜０のものであり、
前記液晶表示装置は、前記基板に配向膜を設けないもの、又は、ラビング処理がされてい
ないものである
ことを特徴とする請求項１～９のいずれかに記載の液晶表示装置。
【請求項１１】
前記液晶表示装置は、液晶層の両側に偏光板をクロスニコルに配置することで、光学的に
等方的な状態で黒表示となるものであることを特徴とする請求項１～１０のいずれかに記
載の液晶表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、液晶表示装置に関する。より詳しくは、間隔を設けて対向するように配置され
た一対の基板間に電極及び液晶層が形成されてなる液晶表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
液晶表示装置は、液晶分子の特性を利用して表示を行うものであり、情報や映像の表示手
段に幅広く用いられている。現在、最も広く使用されている方式の液晶表示装置は、ＴＮ
型ＬＣＤ（ツイステッドネマティック型液晶ディスプレイ）である。中でも、ＴＦＴ（薄
膜トランジスタ）を用いたＴＮ型ＴＦＴ－ＬＣＤの製造技術は、近年において格段の進歩
を遂げ、正面でのコントラスト比、色再現性等はＣＲＴ（陰極線管）を凌駕するまでにい
たっている。このようなＴＮ型ＬＣＤ等の液晶表示装置においては、表示の視野角が狭く
、用途が限定されるという点を改善することにより、液晶表示装置の利点を生かしてより
広い用途に適用されるようにすることが望まれている。
【０００３】
このような液晶表示装置の特性を向上するために、ＩＰＳ（面内スイッチング）型と呼ば
れる方式のＬＣＤが提案されているが、ＩＰＳ型を用いると、電界により液晶分子を横方
向に動かすため、応答速度が遅いものとなる。また、ＴＮ型の視角特性を向上するために
、ＶＡ（垂直配向）方式が提案されているが、ＶＡ方式を用いると、例えば、視角を正面
からずらしたときに黒表示が白っぽく見えるため、ＴＮ型ほどではないが、コントラスト
比が低下することになる。
【０００４】
液晶の新しいモード（方式）に関し、リオトロピック液晶とサーモトロピック液晶とを混
合した系について、液晶マイクロエマルジョンの相図が開示されている（例えば、非特許
文献１参照。）。これによれば、ＤＤＡＢ水溶液の逆ミセル相と５ＣＢのネマティック相
とを混合した系では、ある濃度、温度範囲において、局所的にはネマティックの配向秩序
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が形成されているにもかかわらず、巨視的には等方性を示す相が形成されることが記載さ
れ、透明ネマティック相と名づけられている。この透明ネマティック相では、液晶分子が
エマルジョン（ａ）の逆ミセル表面で垂直配向を強制され、そのミセル間の距離が可視光
の波長より充分短いために、系は巨視的に等方性を示すことが報告されている。液晶マイ
クロエマルジョンの相図を図６に示す。この中で、（Ａ）、（Ｂ）及び（Ｃ）の図は、温
度及び濃度の変化による相図を示す概念図であり、（Ａ）は、アイソトロピック状態を示
し、（Ｂ）は、透明ネマティック相を示し、（Ｃ）は、局所的にネマティックの配向秩序
が形成されている状態（ｃ）を示している。
しかしながら、このような液晶マイクロエマルジョンにおいては、液晶が温度及び濃度の
変化により相変化し、透明ネマティック相を形成することが記載されているが、透明ネマ
ティック相を光学的に変化させることは開示されていない。更に、エマルジョン（ａ）の
形成において、微小な大きさを作り出しにくいこと、また、長時間経つと透明ネマティッ
ク相が分離してエマルジョンを形成しなくなることから、これらの点において工夫の余地
があった。
【０００５】
ところで、粒子が分散された液晶層に関し、ネマチック液晶に、２色性色素及びナノ粒子
を溶解若しくは分散させ、且つ、液晶セルで基板垂直方向に液晶分子を配向して液晶層を
形成すると共に、基板垂直方向に電圧印加可能とした液晶素子を有する液晶表示装置が開
示されている（例えば、特許文献１参照。）。この液晶表示装置は、電圧が印加されてい
ないときに、液晶分子が基板垂直方向に配向されて透明な状態となり、電圧が印加された
ときに、ナノ粒子が２色性色素分子等の整列を阻止し、不規則に配向している２色性色素
分子が光を吸収して光透過率が変化するものである。なお、この液晶表示装置における透
明な状態は、液晶が基板に垂直に配向している状態なので、一般的なネマティック層が形
成された状態であり、局所的なネマティック層が形成された状態ではない。
また、液晶材料のマトリックス中に、電圧印加下又は電圧無印加下における液晶材料の屈
折率と同等の屈折率を有する無機酸化物微粒子が分散された液晶光学素子が開示されてい
る（例えば、特許文献２参照。）。この液晶光学素子は、液晶材料と無機酸化物微粒子と
の屈折率を利用することにより光透過率が変化するものである。
しかしながら、これらは、局所的にはネマティックの配向秩序が形成されているにもかか
わらず、巨視的には等方性を示す相が形成されるという透明ネマティック相の特性を用い
るものではない。したがって、透明ネマティック相の特性を用いて、液晶表示装置が基本
性能に優れたものとなるようにする工夫の余地があった。
【０００６】
また微液晶分散体について、１００ｎｍより小さな粒子径を有する液晶ドロップレットが
ポリイミド中に分散してなる電気光学材料が開示されている（例えば、特許文献３参照。
）。
この電気光学材料においては、ポリイミドの前駆体に金属微粒子又はＳｉＯ２微粒子を分
散させてフィルム化し、加熱工程、強酸による金属微粒子又はＳｉＯ２微粒子の溶解工程
により作製されることになる。しかしながら、このような微液晶分散体においても、透明
ネマティック相の特性を用いることにはならない。
したがって、透明ネマティック相の特性を有するとともに、そのような特性を安定的に発
揮することができ、液晶表示における種々の性能を充分に発揮することができる新しいモ
ードの液晶表示装置が求められていた。
【非特許文献１】山本潤、外１名、「液晶マイクロエマルジョンのダイナミクス」、１９
９９年日本液晶学会討論会講演予稿集、日本液晶学会、１９９９年９月２９日、ｐ３１８
－３１９
【特許文献１】特開２００１－３３７３５１号公報（第１－３頁）
【特許文献２】特開平１１－２８７９８０号公報（第１－３頁）
【特許文献３】特開平１１－２４９１１２号公報（第１－３頁）
【発明の開示】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
本発明は、上記現状に鑑みてなされたものであり、液晶層が安定した透明状態を形成する
ことが可能であり、しかも液晶表示において視角特性に優れた黒表示が得られ、コントラ
スト比が高く、応答速度が速い液晶表示装置を提供することを目的とするものである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
本発明者は、視角特性、応答速度等を向上する新しい方式の液晶表示装置を検討するうち
、液晶マイクロエマルジョンの相図を示す図６中、アイソトロピック状態を示す（Ａ）に
おいては、液晶層が透明状態となることから、例えば、偏光板をクロスニコルに設定する
と、理想的な黒表示が得られることに着目した。また、透明ネマティック相を示す（Ｂ）
においても、アイソトロピック状態と同じく液晶分子が一定方向に定まらないため、巨視
的（マクロ的）には、アイソトロピック状態と同様の状態となって液晶層が透明状態とな
ることに着目した。そして、液晶層中に微粒子を分散させた系においては、液晶分子が等
方的に配向又は局所的なネマティック状態となり、すなわち巨視的に見ると、液晶分子が
不規則に並んだ状態、又は、微小なネマティック相が等方的に分散した状態になり、光学
的には等方的な状態となって透明状態が得られ、また、微小な大きさの微粒子を用いるこ
とに起因して安定した状態とすることができることを見いだした。更に、微粒子として表
面処理が施されたものを用いると、特に安定した状態とすることができることを見いだし
た。このような液晶表示装置を構成する液晶層において、電極への印加電圧が閾値より低
いときに光学的に等方的であり、印加電圧が閾値以上のときに液晶分子の配列が変わり、
旋光されることに起因して光学的に変化するものとすると、視角特性、コントラスト比及
び応答速度等の種々の特性に優れたものとすることが可能となり、上記課題をみごとに解
決することができることに想到した。このような液晶表示装置においては、例えば、液晶
層における微粒子が平均粒子径０．２μｍ以下の微小な大きさのものであると、分散が安
定し、長時間経っても相が分離しない、すなわち微粒子が沈殿して局所的な微粒子のムラ
が生じることに起因して表示面でムラが生じることを充分に抑制することが可能となり、
また、微粒子の種類や、液晶層における微粒子の濃度を１～２０質量％で適宜調整すると
、微粒子の凝集を抑制する等の作用効果を奏して優れた基本性能を発揮することができる
ものとなることを見いだし、本発明に到達したものである。
【０００９】
すなわち本発明は、基板間に電極及び液晶層が形成されてなる液晶表示装置であって、上
記液晶層は、液晶分子を含む液晶材料及び微粒子からなり、電極への印加電圧が閾値より
低いときに光学的に等方的であり、印加電圧が閾値以上のときに液晶分子の配列が変わる
ことにより光学的に変化するものであり、上記微粒子は、表面処理が施されたものである
液晶表示装置である。
以下に本発明を詳述する。
【００１０】
本発明の液晶表示装置は、基板間に電極及び液晶層が形成されてなる。このような液晶表
示装置の構造としては、電極の形成位置や基板間の構造、液晶層の形成工程等が特に限定
されるものではない。通常では、基板間に液晶材料が封入されることにより液晶層が形成
されることになり、例えば、間隔を設けて対向して配置された一対の基板の対向側の面（
内側面）に電極が形成され、基板又は電極間に液晶材料が封入されて液晶層が形成された
形態であることが好ましい。この場合、基板の各対向側の面にそれぞれ電極が形成された
形態や、基板の一方の対向側の面にのみ電極が形成された形態等が挙げられる。このよう
な形態により液晶セルが形成され、液晶表示装置が形成されることになる。
上記液晶表示装置における基板や電極は、液晶表示装置としての機能が充分に発揮される
ことになるように、透明基板や透明電極を用いることが好ましい。透明電極としては、例
えば、透明導電膜等が挙げられる。また、基板の間隔等は、本発明の作用効果が充分に発
揮されるように適宜設定されることが好ましい。
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【００１１】
上記液晶層は、液晶分子を含む液晶材料及び微粒子からなる。液晶分子及び微粒子はそれ
ぞれ、１種又は２種以上のものにより構成されることになる。また、液晶材料中に微粒子
を分散させることにより、液晶層中に微粒子が分散した形態となるようにすることが好ま
しい。液晶材料には、光学活性物質や二色性染料等の添加剤が含有されていてもよい。す
なわち液晶材料及び微粒子から形成される液晶層には、本発明の作用効果を奏することに
なる限り、液晶分子及び微粒子以外の成分が含有されていてもよい。
【００１２】
上記液晶分子としては、液晶を示すことができる分子であれば特に限定されず、例えば、
ネマティック液晶分子であることが好ましい。このような液晶分子により構成される液晶
材料の誘電率異方性（Δε）としては、正であっても負であってもよいが、誘電率異方性
が負の液晶材料を用いた場合の方が、正の液晶材料を用いた場合よりも、応答速度が速く
、開口率も高いという点で優れている。これは、誘電率異方性が正の液晶材料を用いた場
合は、液晶分子の横方向（短軸方向）の動きを利用して液晶表示を変化させる形態が好ま
しい形態となり、このような形態がＩＰＳ型と同じ構成になるため、応答速度が充分なも
のではなく、また、電極の上の液晶分子は動かないため開口率が充分なものではなくなる
おそれがあるからである。
上記誘電率異方性（Δε）は、Δε＝ε１－ε２で求められる。ε１とは、液晶分子の長
軸方向の誘電率であり、また、ε２とは、液晶分子の単軸方向の誘電率である。誘電率ε
は、岡野光治、小林駿介共編、「液晶　基礎編」、株式会社培風館、１９８５年７月１５
日、ｐ．２１５－２１６に記載されているように、ε＝Ｃｐｄ／Ｓ（Ｃｐは、液晶の静電
容量を表す。ｄは、液晶層の厚さを表す。Ｓは、２枚の基板の電極の重なり部分の面積を
表す。）により求めることができる。
【００１３】
本発明における液晶層は、電極への印加電圧が閾値より低いときに光学的に等方的であり
、印加電圧が閾値以上のときに液晶分子の配列が変わることにより光学的に変化するもの
である。光学的に等方的であるとは、光学的性質が測定する方向によらず等しい状態、又
は、液晶材料においてそれと同等であると評価される状態を意味する。
上記液晶層においては、電極への印加電圧が閾値より低いときに、印加電圧が閾値以上の
ときよりも光学的に等方的であり、また、印加電圧が閾値以上のときに、液晶分子があら
かじめ決められた方向に配列して光学的に等方的な状態が変化することにより、液晶表示
装置における液晶表示を変化させることができるものであればよい。本発明においては、
電極への印加電圧が閾値より低いときを電極に電圧が印加されない状態とすることが好ま
しい。
光学的に等方的である場合には、旋光されずに液晶層中を光が透過し、また、光学的に等
方的な状態が変化した場合には、旋光されて液晶層中を光が透過するようにすることが好
ましい。更に、光学的に等方的である場合には、旋光されずに液晶層中を光が透過し、透
明状態であることが好ましい。
【００１４】
上記閾値とは、液晶層が光学的な変化を起こし、液晶表示装置において表示状態が変化す
ることになる電場を生じる電圧値を意味する。例えば、明状態の透過率を１００％に設定
したとき、１０％の透過率を与える電圧値を意味する。また、本発明においては、明状態
の電圧値を１０Ｖ以下、好ましくは、５Ｖ以下に設定することが好ましい。
【００１５】
また本発明において、上記微粒子は、表面処理が施されたものである。表面処理が微粒子
に対して行われることにより、液晶層の状態を効果的に安定化させることができる。上記
表面処理としては、加熱処理、有機物の付与等が挙げられ、なかでも、有機物の付与が好
適である。すなわち、上記微粒子の表面は、有機物が付与されていることが好ましい。付
与される有機物としては特に限定されないが、液晶性を示す物質であることが好ましく、
例えば、下記式（１）に示される構造式からなる化合物が好ましい。なかでも、アルカン
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等の単結合で構成されるフレキシブルな接続基よりも、シクロヘキサン環、ベンゼン環等
を含むリジッドな液晶コアやメソゲンがより好ましい。
【００１６】
【化１】

【００１７】
なお、有機物の付与は、化学的付与（結合）であってもよいし、物理的付与（付着）であ
ってもよく、例えば、無機物表面にポリマーを化学的に結合させるグラフト化等の方法が
用いられる。
また、上記微粒子に施される表面処理は、１種であってもよいし、２種以上であってもよ
い。
【００１８】
ここで、微粒子に表面処理を施すことで得られる作用効果について、「入門　粒子・粉体
工学」(椿淳一郎，鈴木道隆，神田良照著、日刊工業新聞社発行、ｐ．１０４－１０５)を
参照しながら説明する。
液晶中を含めて液体中の粒子は、粒径が１μｍ以下程度になると、ブラウン拡散しており
、ほとんどの場合、電荷を帯びている。この粒子の帯電状態は、ζ（ゼータ）電位によっ
て表わされる。一般的に液体中に微粒子を分散させた場合、同符号の電荷を帯びた粒子が
接近すると、粒子間には静電反発力とファンデルワールス引力が作用する。粒子が更に電
子雲が重なり合うまで接近すると、加えて強い反発力が作用する。このように、液体中の
粒子には、これらの３つの力が重なり合って作用している。粒子の大きさが小さくなれば
なるほど、ファンデルワールス力が支配的に作用し、粒子は凝集しやすくなる。これに対
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し、粒子を分散させるために、界面活性剤を加えて乳化・分散させる方法がある。しかし
、液晶中では、界面活性剤は、不純物となるため、表示の際に表示不良を発生するなど悪
影響を与えることになる。そこで、液晶中に粒子を乳化・分散させるためには、反発力（
分散力）を高くするエネルギーを外部から粒子に与えなければならない。つまり、液晶中
での粒子の乳化・分散には、剪断力が必要である。この乳化・分散原理（剪断力）は、メ
ディアミル、コロイドミル、ロールミル、回転式、高圧式のように流体と接触壁面との外
部剪断力によるものと、流体自身の分子間力によるもの、すなわち、乱流域における、速
度の不規則な変動のために生じるレイノルズ応力といわれる内部剪断力（液－液剪断）を
利用するものとに分けられる。
本発明においては、液晶中に含有させる微粒子の表面に修飾基を付与する表面処理等を施
すことにより、上述の大掛かりな装置を用いて外部エネルギーを与えなくても微粒子の分
散が可能となっている。
【００１９】
本発明における微粒子としては、透明なものでも不透明なものでもよい。上記微粒子は、
粒子表面で液晶分子を垂直配向させるものであることが好ましい。粒子表面で液晶分子を
垂直配向させるとは、液晶分子が微粒子の表面に対して縦方向（長軸方向）に配向し、微
粒子の周りにネマティックの配向秩序が形成されることを意味する。この場合、微粒子に
液晶分子が取り巻く形となって配向し、塊を形成する。この塊の大きさは、微粒子の表面
配向規制力によって変わり、また、液晶材料によっても変わることとなる。
【００２０】
本発明においては、液晶層中における微粒子間の距離が可視光の波長より充分に短いこと
が好ましい。すなわち上記塊の大きさが、可視光の波長の１／４以下であり、また、液晶
層中に上記塊が密に詰まった状態であることが好ましい。これにより、液晶層が充分な透
明状態を発現することが可能となる。
【００２１】
上記微粒子はまた、平均粒子径が０．２μｍ以下のものであることが好ましい。平均粒子
径が０．２μｍを超えると、微粒子の分散安定性が充分なものとはならず、また、上記塊
の大きさが、可視光の波長の１／４以下とはならず、液晶層が光学的に充分に等方的な状
態とはならないおそれがある。より好ましい上限は０．１５μｍ、下限は０．００１μｍ
である。このような微粒子の粒径分布は、ピークが一つのものでもよく、ピークが２つ以
上あるものでもよい。
上記平均粒子径の測定方法は、下記（１）又は（２）の方法により行うことが好ましい。
（１）粒度分布装置で測定する方法；溶媒中に分散させ、希薄溶液にして平均粒子径をだ
す。この場合、どの径のものが何質量％含まれているか、全体がでるようになっている装
置を用いて測定することが好ましい。例えば、自動的に平均粒子径が測定できるような大
塚電子株式会社製、ダイナミック光散乱光度計ＤＬＳ－７０００（商品名）で測定した値
を本発明における微粒子の平均粒子径とすることが好ましい。
（２）走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ）で測定する方法；ＳＥＭで適当な倍率で写真をとりｎ
＝１００～５００測定しその平均値を平均粒子径とする。
【００２２】
上記微粒子の材質としては特に限定されず、有機質微粒子でも無機質微粒子でもよく、有
機質固体粒子や無機質固体粒子等を用いることができる。有機質固体粒子としては、スチ
レン系、アクリル系等の有機材料で形成された固体状の微粒子であれば特に限定されるも
のではない。また、無機質固体粒子としては、無機材料で形成された固体状の微粒子であ
れば特に限定されるものではない。
上記固体粒子とは、微粒子の中で、液体状の微粒子を除くものであり、例えば、互いに混
ざり合わない２液相間で、一方が他方の相に微粒子状に分散している乳濁液におけるミセ
ルにより形成される微粒子を除くものである。
【００２３】
上記微粒子の好ましい形態としては、例えば、（１）有機質固体粒子、（２）無機酸化物
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で形成されたもの、（３）フラーレン及び／又はカーボンナノチューブで形成されたもの
が挙げられる。これらの中でも、ナノサイズの微粒子であるものを用いることが好ましい
。
【００２４】
上記有機質固体粒子としては、例えば、ポリスチレンビーズ、ポリメチルメタクリレート
ビーズ、ポリヒドロキシエチルアクリレートビーズ、ジビニルベンゼンビーズ等のポリマ
ービーズの形態の微粒子を用いるのが好適である。これらは、架橋されていてもよく、架
橋されていなくてもよい。
上記無機酸化物で形成された微粒子としては、例えば、二酸化ケイ素（ＳｉＯ２）で形成
された微粒子や金属元素の酸化物により形成された微粒子が好適である。また、ガラスビ
ーズ、シリカビーズや、チタニア、アルミナ等の無機質ビーズの形態の微粒子を用いるの
が好適である。これらの微粒子は、親水性でもよく、疎水性でもよい。
【００２５】
上記フラーレンとしては、炭素原子を球殻状に配置したものであればよく、例えば、炭素
原子数ｎが２４～９６の安定した構造のものが好適である。このようなフラーレンとして
は、炭素原子６０個からなるＣ６０の球状閉殻炭素分子群等が挙げられる。
上記カーボンナノチューブとしては、例えば、厚さ数原子層のグラファイト状炭素原子面
を丸めた円筒形状のナノチューブ等が好適である。
【００２６】
上記微粒子の形状としては特に限定されず、例えば、球状、楕円体状、塊状、柱状、錐状
や、これらの形状に突起を持った形態、これらの形状に穴があいている形態等が挙げられ
る。また、上記微粒子の表面形態としては特に限定されず、例えば、平滑でもよく、凹凸
や孔、溝を有していてもよい。
【００２７】
上記微粒子の含有量は、微粒子及び液晶材料の総質量に対して、１～２０質量％であるこ
とが好ましい。すなわち微粒子の含有量の上限は２０質量％であり、下限は１質量％であ
ることが好ましい。１質量％未満であると、微粒子の混合比が少ないため、微粒子による
作用効果が充分に発揮されないおそれがあり、２０質量％を超えると、微粒子の混合比が
多すぎて微粒子が凝集し、それに起因して光が散乱してしまうおそれがある。より好まし
い上限は１０質量％、下限は３質量％である。なお、微粒子及び液晶材料の総質量とは、
微粒子、液晶材料における液晶分子、及び、液晶材料がその他の添加剤を含む場合にはそ
れらを合わせた合計量である。
【００２８】
本発明の液晶表示装置において、上記液晶材料は、Δε＜０のものであり、上記液晶表示
装置は、液晶分子を配向させる処理が施されていないものであることが好ましい。
また、上記液晶表示装置は、液晶層の両側に偏光板をクロスニコルに配置することで、光
学的に等方的な状態で黒表示となるものであることが好ましい。これにより、光学的に等
方的な状態で黒表示ができるので、黒表示が良好になる（黒表示の透過率もいっそう低く
なる、液晶層の層厚マージンも広くなる、視野角変化に対して変化しにくくなる等）。
このような液晶表示装置としては、例えば、間隔を設けて対向して配置された一対の透明
基板の各対向側の面にそれぞれ透明電極が形成された液晶表示装置であって、偏光板がク
ロスニコルに設定されたものであり、電極への印加電圧が閾値より低いときに光学的に等
方的であり、暗状態（黒表示）となり、印加電圧が閾値以上のときに液晶分子の配列が変
わることにより光学的に変化し、明状態（白表示）となるものが好適である。この場合、
液晶材料の誘電率異方性（Δε）が０より小さくて負の値となることにより、電極間に閾
値以上の電圧を印加して液晶分子を動かす際に、液晶分子の縦方向（長軸方向）が、一対
の透明基板の各対向側の面にそれぞれ形成された透明電極間に発生する電界と垂直方向と
なるように動き、液晶分子の横方向（短軸方向）の動きを利用しないことに起因して、液
晶表示の応答速度を速くすることが可能となる。また、液晶材料中に含まれる液晶分子を
配向させる処理が施されていない液晶表示装置とすることにより、液晶層における微粒子
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の作用効果と相まって、電極への印加電圧が閾値より低いときに、液晶分子が不規則に並
んだ状態、又は、微小なネマティック相が等方的に分散した状態を充分に発現することが
できることとなる。
上記液晶分子を配向させる処理が施されていない形態としては、例えば、基板に配向膜を
設けない形態やラビング処理等が施されていない形態等が挙げられる。
【００２９】
以下、本発明の液晶表示装置の好ましい形態について図面を用いて説明する。
図１は、本発明の液晶表示装置において、電極への印加電圧が閾値より低いときの状態を
示す断面概念図であり、図２は、本発明の液晶表示装置において、印加電圧が閾値以上の
ときの状態を示す断面概念図である。
図１の液晶表示装置は、一対の平行なガラス又は透光性樹脂からなる基板１２及び１４と
、これらの基板１２及び１４の対向する内側面にそれぞれ設けられた透明導電膜１３及び
１５とを備えたものである。これら透明導電膜１３及び１５の内側面には、配向膜を設け
ず、ラビング処理も施されていない。これら透明導電膜の間に、液晶層２０が形成されて
いる。この液晶層２０は、ネマティック液晶分子からなる液晶材料に、表面処理が施され
た微粒子２６が分散されたものである。
【００３０】
上記液晶表示装置において、電極への印加電圧が閾値より低いときの液晶分子の性質とし
ては、基板表面の配向性によって、ある一定方向に並ぼうとする性質があるが、図１に示
すように、微粒子２６が液晶層中に分散されていることにより、液晶分子２２は、微粒子
２６表面の配向性に制御される形となる。通常では、微粒子の表面の配向規制力は、液晶
分子を数個配向させる力を持つことから、微粒子２６に液晶分子２２が取り巻く形となっ
て配向し、例えば、１つの微粒子から１つの塊が形成されることになる。この塊の大きさ
は、微粒子の表面配向規制力によって変わり、また、液晶材料によっても変わることとな
るが、上述したように、上記塊の大きさが、可視光の波長の１／４以下であり、また、液
晶材料中に上記塊が密に詰まった状態であることが好ましい。これにより、液晶層２０を
巨視的に見ると、液晶分子が不規則に並んだ状態、又は、微小なネマティック相が等方的
に分散した状態になり、光学的に充分に等方的な状態となる。
【００３１】
上記液晶層２０における液晶材料がΔε＜０であるネマティック液晶分子からなるものを
用いる場合、透明導電膜の形成においては、上下基板ともにスリット１８を設けることが
好ましい。透明導電膜への印加電圧が閾値より低いときの液晶表示装置の断面図は、図１
に示すようになり、透明導電膜への印加電圧が閾値より低いときに基板法線方向から見た
図は、図３に示すようになる。このとき、液晶分子２２は、定まった方向にそろっていな
い。
この場合、偏光板（図示せず）等を用いると、透明導電膜への印加電圧が閾値より低いと
きには、液晶層を透明状態とすることができることから、例えば、偏光板をクロスニコル
に設定すると、暗状態（黒表示）を作り出すことができる。このような液晶表示装置にお
いては、液晶材料が光学的に等方的な状態で暗状態（黒表示）を作り出していることから
、液晶表示において視角特性に優れた黒表示が得られることになる。
【００３２】
一方、透明導電膜１３及び１５間に閾値以上の電圧を印加すると、電極スリット部（電極
エッジ部）で基板表面に対して斜めの方向の電界が発生する。この斜めの電界の影響で液
晶分子２２の傾斜方向が決定され、図２に示すように、左右方向に液晶分子２２の配向方
向が分割される。印加電圧が閾値以上のときに基板法線方向から見た図は、図４に示すよ
うになる。
このとき、ネマティック液晶分子である液晶分子２２は、図２及び４に示すように、一定
方向に配向されるため、すなわち基板の法線方向から傾斜した方向に電界が発生すること
により、液晶層２０における液晶材料がネマティック相を形成することになるため、明状
態（白表示）を作り出すことができる。なお、図４中の矢印は、液晶分子２２が縦方向に
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動くことを概念的に示したものである。
上記実施形態においては、透明電極間に閾値以上の電圧を印加して液晶分子を動かす際に
、液晶分子が縦方向で動くことになり、横方向の動きを利用していないこと、また、電極
スリット部で基板表面に対して斜めの方向の電界が発生し、液晶分子の傾斜方向が決定さ
れることに起因して応答速度を速くすることが可能となる。
【００３３】
なお、液晶層における液晶材料がΔε＞０であるネマティック液晶分子からなるものを用
いる場合、例えば、図５に示すように、一方に、くしば型の透明導電膜をパターニングし
たガラス基板と、もう一方に、透明導電膜が設けられていないガラス基板とにより構成さ
れるものとすることにより、液晶表示装置を構成することができる。この場合も、偏光板
（図示せず）等を用いると、電極への印加電圧が閾値より低いときには、液晶層を透明状
態とすることができることから、例えば、偏光板をクロスニコルに設定すると、暗状態（
黒表示）を作り出すことができる。また、透明導電膜１３及び１５間に閾値以上の電圧を
印加すると、ネマティック液晶分子である液晶分子２２は、図５に示すように、一定方向
に配向されるため、明状態（白表示）を作り出すことができる。
【００３４】
本発明の液晶表示装置は、上記実施形態に限定されるものではない。例えば、上記実施形
態における液晶表示装置は、透過型であるが、反射手段を設置した反射型としてもよく、
また、これらを使い分けることができる半透過型としてもよい。
【発明の効果】
【００３５】
本発明の液晶表示装置は、上述のような構成であるので、微粒子の分散安定性がよく、液
晶層中に分散された微粒子の粒径を充分に小さくすることができることから、液晶層が安
定した透明状態を形成することが可能であり、しかも液晶表示において視角特性に優れた
理想的な黒表示が得られ、コントラスト比が高く、応答速度を速くすることが可能であり
、基本性能に優れた新しい方式の液晶表示装置として各種の用途に適用することができる
ものである。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３６】
以下に実施例を掲げて本発明を更に詳細に説明するが、本発明はこれらの実施例のみに限
定されるものではない。
【００３７】
（実施例１）
液晶材料としては、ネマティック液晶分子からなるΔε＜０であるＭＬＣ－２０３７（商
品名、メルク社製）、微粒子としては、粒径２０ｎｍのシリカ粒子にアルキル基（Ｃ５Ｈ

１１；上記式（１）中、ｌ，ｍ，ｎ＝０、Ｘ＝Ｈ（水素）、Ｙ＝－（単結合））を付与し
たものを用い、微粒子及び液晶材料の総質量に対する微粒子の含有量（微粒子混合比）は
、５質量％とした。微粒子を充分に分散させるために、従来では、高圧式の装置を用いて
大量に分散させるような大型の分散装置が必要であったが、本実施例では、小型のホモジ
ナイザーを用いたところ微粒子は液晶中によく分散し、数日間放置しても相分離するよう
なことはなかった。これをスリットを有する透明導電膜つきガラス基板で作製された液晶
セル間に注入することにより封入して液晶表示装置を作製した。液晶セルのセル厚は、５
μｍとした。液晶セルは、図１に示すような構造のものとした。このとき、基板には、配
向膜を塗布したり、ラビングしたりするというような、配向処理は施さなかった。これに
偏光板をクロスニコルに設置すると、表１に示すように、電圧無印加時には、液晶層は等
方性となって、光透過率を測定すると０．１％になった。また、両電極間に１０Ｖの電圧
を印加すると、液晶分子は一定の方向に配列し、光透過率は３０％となり、コントラスト
比は、３００と充分なコントラスト比が得られた。
【００３８】
（実施例２）
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微粒子として、粒径２０ｎｍのシリカ粒子に、下記式（２）で示される化合物を付与した
ものを用いたこと以外は、実施例１と同様に液晶表示装置を作製し、その光透過率を求め
た。
【００３９】
【化２】

【００４０】
その結果、表１に示すように、充分なコントラスト比が得られた。
また、本実施例においても、実施例１のアルキル基を付与した粒子と同様に小型ホモジナ
イザーを用いて分散させることができた。また、アルキル基付与粒子よりも更に分散性が
良好で、数十日間放置しても相分離するようなことはなかった。
更に、微粒子混合比を変えて実施したところ、微粒子混合比が１～２０質量％であれば、
同様の結果が得られることがわかった。
【００４１】
（実施例３）
微粒子混合比を１５質量％とした以外は、実施例１と同様に液晶表示装置を作製し、その
光透過率を求めた。
その結果、表１に示すように、充分なコントラスト比が得られた。
また、実施例１と同様に、液晶層は、数日間放置しても相分離することはなかった。
更に、微粒子混合比を変えて実施したところ、微粒子混合比が１～２０質量％であれば、
同様の結果が得られることがわかった。
反射手段を設置した反射型や半透過型液晶表示装置として使用することも可能である。
【００４２】
（実施例４及び５）
微粒子混合比を０．５質量％、３０質量％とした以外は、実施例１と同様に液晶表示装置
を作製し、それらの光透過率を求め、結果を表１に示した。
【００４３】
（実施例６）
液晶材料において、ネマティック液晶分子からなる液晶材料としてΔε＞０であるものを
使用した場合について液晶表示装置を作製し、その光透過率を求めた。液晶セルは、図５
に示すような構造のものとした。
液晶材料としては、ネマティック液晶分子からなるＭＬＣ－６８８７（商品名、メルク社
製）を用いた。その他、液晶セルのセル厚や微粒子は、実施例１と同様に作製した。
この場合も、配向膜を塗布したり、ラビングしたりするというような、配向処理は施さな
かった。偏光板をクロスニコルに設置すると、電圧無印加時には、黒表示を作り出すこと
ができ、電極間に１０Ｖの電圧を印加すると、図５に示すように白表示を作り出すことが
できた。
実施例１と同様に光透過率を求め、その結果を表１に示した。
【００４４】
（実施例７）
微粒子として、平均粒子径が２００ｎｍのシリカ粒子を用いた以外は、実施例１と同様に
液晶表示装置を作製し、その光透過率を求めた。
その結果、表１に示すように、実施例１と比較して、コントラストが低下してくる傾向と
なった。
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【００４５】
（実施例８）
微粒子として、平均粒子径が４００ｎｍのシリカ粒子を用いた以外は、実施例１と同様に
液晶表示装置を作製し、その光透過率を求めた。
その結果、表１に示すように、実施例１と比較して、コントラストが低下してくる傾向と
なった。このように実施例７では、粒子の散乱が大きくなり、実施例１で得られた程のコ
ントラストは得られなかった。
これらの結果から、平均粒子径については、２００ｎｍ以下にすることが好ましいことが
わかった。
【００４６】
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【表１】

【００４７】
（透過率の測定方法）
「大塚電子社製　液晶パネル評価装置　ＬＣＤ－５０００（商品名）」を用いて記載セル
に電圧（周波数：３０ヘルツ又は６０ヘルツ　波形：矩形波）を印加し透過率を測定した
。レファレンスは、透過型表示の場合、空気の状態を１００％とし、反射型表示の場合、
標準白色板を１００％とした。
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これらの実施例において、電極への印加電圧が閾値より低いときに、液晶分子が不規則に
並んだ状態、又は、微小なネマティック相が等方的に分散した状態が発現することがわか
った。優れた基本性能を示す実施例１～３及び６と、微粒子混合比が１質量％未満である
実施例４とを比べると、実施例４では微粒子の混合比が少ないため、微粒子の影響が小さ
く、液晶層においてネマティック相が大部分を占めることから、クロスニコル下で電圧無
印加時に充分な黒表示を行うためには、微粒子混合比の下限を１質量％にするのが好まし
いことがわかった。また、微粒子混合比が２０質量％を超える実施例５では、微粒子の含
有量が多すぎて微粒子が凝集し、電圧印加時に光が散乱してしまうことから、充分なコン
トラスト比を得るためには、微粒子混合比の上限を２０質量％にするのが好ましいことが
わかった。
実施例１～３及び６では、微粒子混合比が好ましい範囲内で設定されていることから、ク
ロスニコル下で電圧無印加時に充分な黒表示が得られ、また、電極への印加電圧が閾値以
上のときに、充分な白表示が得られ、コントラスト比等の基本性能に優れた液晶表示装置
となることがわかった。
なお、Δε＞０である液晶材料を用いた実施例６においては、電極上の液晶分子を制御で
きないことに起因して、閾値以上の電圧を印加したときの光透過率が実施例１に比較して
低下することから、Δε＜０である液晶材料を用いて液晶表示装置を構成する方が好まし
いことがわかった。
【図面の簡単な説明】
【００４９】
【図１】本発明の一実施形態である液晶表示装置において、透明導電膜への印加電圧が閾
値より低いときの液晶層の状態を例示した断面概念図である。
【図２】本発明の一実施形態である液晶表示装置において、透明導電膜への印加電圧が閾
値以上のときの液晶層の状態を例示した断面概念図である。液晶材料としては、Δε＜０
であるものを使用した場合である。
【図３】図１の液晶表示装置を基板法線方向から見た概念図である。
【図４】図２の液晶表示装置を基板法線方向から見た概念図である。
【図５】本発明の一実施形態である液晶表示装置において、透明導電膜への印加電圧が閾
値より低いときの液晶層の状態を例示した断面概念図であり、基板法線方向から見た図で
ある。液晶材料としては、Δε＞０であるものを使用した場合である。
【図６】背景技術における液晶マイクロエマルジョンにおいて、温度及び濃度の変化によ
る相図を示す概念図であり、先行技術文献に示された図である。（Ａ）は、アイソトロピ
ック状態を示し、（Ｂ）は、透明ネマティック相を示し、（Ｃ）は、局所的にネマティッ
クの配向秩序が形成されている状態を示す図である。
【符号の説明】
【００５０】
１２、１４：基板
１３、１５：透明導電膜
１８：スリット
２０：液晶層
２２：液晶分子
２６：微粒子
ａ：エマルジョン
ｃ：局所的にネマティックの配向秩序が形成されている状態　
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